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ザ、ンピアの経済改革，階級形成と

対南部アフリカ政策

はじめに

I 独立後の経済改革

II 階級形成

ill 外国依存の増大

IV 対南部アフリカ政策

おわりに

はじめに

1961年のアンゴラ， 64年のそザンピーク， 65年

のローデシア， 66年のナミピアでの白人支記に対

するアフリカ人解放闘争開始は，地理的にそれら

の国々と国境を接するザ、ンピアにさまざまな影響

を与えることになった。 1964年10月独立を達成し

たザンピアは一方では植民地遺制を払拭して国家

建設につとめると同時に，他方では対外的にこれ

ら周辺諸国の解放闘争を支援していくというこつ

の政策を同時並行的に実施していかなければなら

なかった。

特にザンピアは独立後，カウンダ大統領の「ヒ

品ーマニズム社会主義」路線にもとづく一連の経

済改革によって，岡家の経済介入を強化する政策

を実施したが，そのことは逆にアフリカ人の新し

い支配階級の形成をうながし，かれらと手を結ぶ

外国資本の圧力によって，ザンピアの対外路線に

制約を課すことになったと恩われる。

小稿では，まず第I節で， 1960年代後半から70

34 

肌林 晃 史

年代にかけて実施された一連の経済改革における

国家の介入過程を考察し，つぎに第E節で，その

経済改革によって生じた新しいアフリカ人支配階

級の形成をみていくが，現時点では資料的制約に

よってザンビア全体の階級分析をすることは不可

能であるので，これまで出されたいくつかの研究

成果を整理することによって新支配階級の性格を

考察する。第E節では，第I節で述べた経済改革

の性格の帰結として生じた外国資本，外国人技術

者との結びつきを考察する。株式の過半数取得と

いう形で行なわれたザンビアの経済改革は，改革

後も依然として外国資本に依存しており，また技

術師では圧倒的に外国人技術者にたよっている。

さらにこの状態は75年以降の銅の国際価格の下

落，輸送路の遮断・変更によって重要な外貨獲得

税である鏑の輸出が落ち，ザンピア経済が危機的

状況に陥り，それを打開するために国際金融機関

からの融資という新たな外国依存を生み， 78年10

月のローデシア鉄道再開という対外政策面での妥

協を行なう結果を招いた。最後に第IV節で，これ

ら国内政策の結果が制約要因となって，ザンビア

政府が対南部アフリカ政策において常に武力闘争

よりも話し合いをとおしての平和的解決路績を採

用し，このため，白人支配の南アフリカ共和国を

はじめ西側諸国ともしばしば協調路線をとってき

たことを，対アンゴラ政策，対ローデシア政策に

『アジア経済』 Xxm-9 C19s2. 9) 



Ⅰ　独立後の経済改革
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おいて明らかにしていきたいと思う。

I 独立後の経済改革

独立後のザンピア政府のとった経済改革の特徴

は公社（parastatals）部円借1）の拡大にある。まず独

立前の「ローデシア・ニヤサランド連邦j期（19

53～63年〉に南北ローデシア・ニヤサランド 3国共

有のものとしてあった鉄道・航空会社が分割さ

れ，ザンピア鉄道公社，ザ、ンピア航空公社が設立さ

れ，技術者のいない独立後のザンピアでは後者に

はイタリア国営航空アリタリア社が管理・運営に

あたった。さらにザンピアは1965年11月隣国ロー

ヂシアの「一方的独立宣言Jに対する国連経済制

裁に加担したため，従来ローデシアから送られて

いた石油が途絶した。このため，ザンピアはタ

ンザ、エアと協力してダノレエスサラーム港とザンピ

γを結ぶ道路輸送のため「タンザニア・ザンピア

道路サーヴィス公社JCザンピア政府35%株式所有〕

を設立し，同時にイタリア国営企業ヱニ社の協力

で「タザマ・パイプライン公社JC同67%株式所有〉

を設立した。ダルヱスサラーム港とコヴパーベル

トを結ぶパイプラインは68年に完成した。

1967年4月ザンピアは「ヒューマニズム社会主

義」（注2〕路線の採用によってアフリカ社会主義の

方向を明確化し，それにもとづいて，濯68年4月

ムyレングシで行なわれた統一民族独立党（United

National Independence Party: UNIP）大会で，政府

の経済介入を強める経済改革（ムルングシ宣言法3)) 

を発表した。すなわち，（1）外資系民間26社に対し

「産業開発公社」（INDECO）による51%株式取得，

(2）外国企業による本国送金の制限，（3）非ザ、ンピア

悶民への商業許可証の発給制限を実施した。この

改革によって卸売・小売部門におけるザンビア人

ザンピアの経済改革，階級形成と対南部アフザカ政策

化は著しく進んだ。しかし逆にヨーロッパ人，ア

ジア入の投資意欲を減殺したことも確かであった

（注4)0

また同年10月にはザンピア産鉱産物の価格と販

売を統制する「ザンピア金属販売公社J(MEMA 

CO）を設立し，政府が株式の51%を所有し，残り

を2大外国銅山会社一一南アフリカ系アングロ・

アメリカン社（AAC)とアメリカ系ローン・セレク

ション・トラス！ト社（RST）一一ーに半々 ずつ所有さ

せた〈注目。

さらにザンピア政府は翌69年8月の［マテロ宣

言」によって，基幹産業である銅鉱業の固有化に

踏み切った活的。その内容は，（l)AAC,RST両社

の所有株式の51%を接収し，国営の「鉱業開発公

社J(MINDECO）の保有の下におく，（2）接収の対

価は正当な帳簿価格において評価し，将来の配当

金から支払う，（3）鉱業権は国家に帰属し，既存お

よび新規開発の鋸鉱山については従来の永久鉱業

権からお年の賃貸権に切り換える，（4）従来の鉱区

使用料，輸出税を廃止して，総利益に対し鉱物税

として51%，所得税として45%の課税を行なう，

(5) RST社のムフりラ， Jレアンシャ，チブノレマ，

チャンベシ，カレングワの各鉱山およびンドラ精

練所を一括して「ローン・コンソリデイテッド鉱

山会社J(RCM）とする，（6)AAC社のンチャンガ，

ロカナ，パンクロフト，プワナ・ムクブワ，ナン

プンドウェの各鉱山およびロカナ精練所をひとま

とめにして「ンチャンガ・コンソリデイテッド銅

鉱山会桂J(NCCM)とする，（7）新規鉱山開発lま政

府との合弁の場合にのみ認める，というものであ

った。

69年には従来の地域別の電力会社を統合して

「ザンピア電力供給公社J(ZESCO）が創られ，ま

た同年穀物流通に関して「国営農業流通ボード」
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(NAMBOARD）が設立された。

1970年11月，外国商業銀行の国有化が実施さ

れ， 「国営金融開発公社J(FINDECO）が51%の株

式を取得し，これによってザ、ンピア政府は金融活

動のほぼ95%を支配することになった池打。

以上によって商工業・鉱業・金激部門に対する

政府の経済介入は一応達成され， INDECO,MI 

NDECO, FINDECOを統轄する機関として「ザ

ンピア工鉱業公社J(ZIMCO）が創られ， ZIMCO

は新たに創られた「国営省J (Ministry of State 

Participation）の下に置かれた。

つぎに70年代の公社の再編化の過笹をみていく

ことにしよう。

まず， 71年 INDECO傘下から輸送とホテル業

が分離し，各々「国営輸送公社J(NTC)と「国営

ホテル公社J(NHC)が創られた。ついで問年， ZI

MCOを管轄していた間営省が廃止され， ZIMCO

傘下の5公社は各々別々の省に移管された位引。

すなわち， INDECOC商工省）， FINDECO（財政・

開発省〕， MINDECO（鉱業・鉱談開発省）， NTC（電

力・輸送・土木省〕， NHC（情報・放送・綬光省〉であ

る。

さらに同年ZIMCO傘下の5公社の他に新たに

8公社が加わった他的。すなわち，（l)NCCM,

(2)RCM（以上（1)(2）はMINDECOから分離して ZIMCO

直接管申書となった）， (3)MEMACO, (4）「国営輸入・

輸出公社J(NIEC), (5）「医・薬公社J(MEPCO), 

(6）「ザンピア漁業・流通公社J(ZFFMC), (7) 1ザ

ンピア悶営エネルギ一公社J(ZN立C),(8) 1TIKA 

鉄鋼公社jである。

さらにカウンダは1973年8月，銅鉱山の国有化

を推進する措置をとった。 4年前の！司有化では，

管理権の形式的な政府移譲にもかかわらず依然

AAC社， RST社が実費的管理権を振っており，
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負慣が全額償還されるまで両社は税制面の皆遇措

置を与えられ，生産物の叛売に関しでも引きつづ

き利益を得ていたが，これに対して今回の措置は

則前回の国有化の際，見返りとして発行した社慣

の未払い分をただちに返還すること，（2)NCCM

とRCMの管理・販売は政府が自ら行なうこと，

(3）そのために政府が全額出資する「金属販売公社J

(MEMACO）を設立すること，（4）特別擾遇措置を

廃止すること，（5)MINDECOは両社以外の鉱山

を管理することに決め，この措置によって銅鉱業

に対する政府の実質的支配は一段と強化された

（注10)。

（注 1) parastatalsを公社と訳したが，ザンピアで

：ょ， boards,corporations, companiesを含む広義むつ苔；

ll,J:: :.~ ［吏われてL、る。 Turok, B., “Control in the 
Parastatal Sector of Zambia，” Journal of !vlodern 

A.f rican Studies，第191~第 3 号， 1981年， 421ベーン

参照。

なお，ジ臼←ンスil: parastatalsを（1)commercial 

type, (2) semi-commercial type, (3) noローcommercial

type ヵ三つに分類している。 John.~ ， S., ＇‘Par出 tatal

、弓ector,

γ ンチヱスタ一， ManchesterUniversity Prεss, 1980 

年所以、 104ベージ参照。

Ci't2〕 Kaunda,K. D., Humanism in Zambia 

and Guide to its Inψlementation，ノレサカ， Govern・

ment Printer, 1967年。

（，主3) Ka立nda,K. D., Zambia: Towards Eco・ 

nomic lndej,enclence，ルサカ， GovernmentPrinter, 

196811'。
Ut 4) Beveridge, A. A., "Economic Jndepen小

cnce, Indigenization and the African Businessman, 

Some Effect~ of Zambia冶 EconomicReforms，” The 

African Studies Review, 第18巻第31,;, 1974fFI2 

A, 478－ミージ。

やif5) Martin, A., Afinding their own Busi“ 

ness: Z.αmbia’s Struggle against iVestern Control, 

Penguin Books, 197211', 142ベージ。

（法6〕 Kaunda,K. D., Towards Complete Iか

dependence，ノレサカ， Government Printer, 1969王手。



Ⅱ　階級形成
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（注7) Martin，前掲翠， 263ベージ。

（注8〕 Johns, 自立掲詰詩文， 111ベージ。

（注9) 向上。

（注10) 海外経済情報セ γター・調支部資源投資譲

『ザンピアおよびザイーんの鈎事情』日本貿易娠興会

1976'9° 35～39ページ。

E 階級形成

前節で述べた一連の経済改革によって生じた新

しい階級の形成を考察するのが本節の目的であ

る。ただし，現時点でザ、ンピアの全階級構造を明

確な見取図によって描くことはきわめてむずかし

く， T• サゾーノレもいうように，摸然とした傾向

を指摘する以外に方法はない（注1）。

ザンピアの階級分析は，独立後も依然ザンピア

経済の大宗である産銅地帯でもっとも早く行なわ

れた。すなわち， 1972年M・ブラウォイはコッパ

ーベルトでの分析を通じて「鉱山労働者の平均所

得は通常の被雇用者の平均所得の約2倍（前者1248

クワッチャ〔1クワッチャ＝SDR0.97631〕，後者789

クワッチャ〕である」として，銅鉱業におけるアフ

リカ人「労働貴族jの発生を指摘した（往幻。しか

し，これは銅鉱山という特定企業の分析にすぎ

ず，ザンピア経済全体に普遍化することはむずか

しい。

ついで1974年R ・モノレテノとW• ト／レドゥブは

その著作『ザ、ンピアの政治』の結論の章「独立し

たザンピア：その成果と展望jの中で， 「新中産

階級J(new middle class）の発生をつぎのように述

べている。

「（カウング大統領のヒューマニズム社会主義政策

にもかかわらず）明らかに，ザ、ンピア内fこは諾階級が

存在する。独立後発生した新中産階級は主に官吏のア

フリカ人化の産物である。その数やカは経済改革によ

って一段と増した。経済改革は拡大する公共部門の有

ザンピアの経済改革，階級形成と対南部アフリカ政策

利な地位についた少激の教育あるザンビア人官吏と，

冨家によって外国との競争から保護された新たに派生

したザンピア人企業家に利益をもたらした。 1968年4

月の改革から 1年経たぬうちに， 8回の外国人所有商

店のうち攻防はずンピア人の手に移払運輸，コント

ラクターなどのザンピア人化は83%に達した」（注3）。

その後，タンザニアでのI・シブジの階級分析

〈注4），ケニアでのC・リースの階級分析曜日の影

響を受けて，ザンピアの階級分析は一段とすすん

だ。

1975年R・スクラ－；レは60年代末の基幹産業の

国有化の結果生じた新しV、階級として「管理プル

ジョワジー」（managerialbourgeoisie）を以下のよう

に指摘した。

「第3世界では，商人，官僚，政治家，専門家が新

しい支配階級を形成する。私はこの階級を『管理プル

ジョワジー』という言葉で表現する。……『上からの

革命』が起こった社会では，保守的傾向が生まれやす

い。 …・・ザンビアでも，ブルジョワジーはラジカPズ

ムに反対し，支配階級としてその地位を維持すること

に腐心するJ（注射。

「1970年のこの管理プルジョワジーのおおよその数

は，高級官吏8000-1万人，大学卒500人弱を含め，

さらにその係累を入れて10万～12万5000人であり，全

人口410万人の2～3%に相当するJ（注7)。

ついで1977年K・エリクセンが『アフリカ政治

経済J誌にザンピアの階級分析を発表した〈注8¥

彼女によると，独立前のザンピアの2大階級は一

方ではアフリカ人のプロレダリアート，商人プチ

ブノレ，アルチザン，一部換金作物を生産する小農

と，他方，銅鉱山，製造業，衛業を支臣する外国

系資本家からなっていた。しかし独立後政権をと

ったカウンダ大統領は，（1）地場民間資本の発展と

(2）政府の経済介入をはかる攻策をとにその結果

70年初めには商業，換金作物栽培農業者である入

植者の一部が去り，それに代わって（1）ロンロ社な

どの多国籍企業，（2）政府，（3）一部のアフリカ人が
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とって代わった。このように入植者資本は減退し

アフリカ人民間資本は増大したが，外国資本は特

に鉱山，技術の面で支配的であった。しかし，独

立後の新たに成長した階級として，（1）アフリカ

人プチブル層（建設，運輸，製造業部門〉と（2）公社の

管理グループ。層があり，両者は外国資本に結びつ

いている点で一致していた。公社の管理グループ。

躍，高級官吏， UNIP上層部はまた民間資本の株

式を所有し，国家（党〕は貸付金などをとおして民

間資本と結託していた。さらに， 1973年に関慌の

約半数は農場，商業に関与し，間慌の 10%は100

エーカー以上の農園保有者， 20%は製造工業に株

式を所有していたという。一方，アフリカ入プチ

ブル層の政界進出をみると， 1973年，国会議員の

40%はプチブノレ出身であり，全議席数125のうち，

労働者出身はわずか2名，小農出身は3名にすぎ

なかったという。

1978年に I・スコットは，ザンピアの政治が独

立時の大衆政党から70年代には f土着中産階級j

(indigenous middle class）一一一スクラールのいう f管

理ブノレジョワヅーJと同義に使っている一一ーに基

礎を置く政党に移行したことを政治学の立場から

分析した惟引。

「改革は中産階級の成長に資する条例二をつくり出し

たばかりでなく，政治指導そのものも次第に中産階級

の支持に依存するようになり，大衆の支持への依存は

減退していった」。

その結果政府は，大衆を基盤として71年8月に

結成されたカプウェプエの連合進歩党(UPめを

72年2月には非合法化し， 73年8月にはついに

UNIP一党制へと移行する道をたどったのであ

る。

1979年，ナイジエリアの政治学者p・ォラワは

改革後の階級分析他10）と同時に新しい支配階級の
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意識分析のフィールド調査を実施した点で注目さ

れる。オラワによると，改革後のアフリカ入新支

配階級として，（1）職業的政治家，（2）攻府および公

社の官僚層，（3）軍事・警察の上層部，（4）自営商人

と大規模農場主をあげている。（1）の職業的政治家

層の大部分は植民地期の民族運動家および労働組

合員からなる。（2）の政府および公社の官僚層は改

革によって発生し，約3万7000名からなる〈その

内訳は2万7000名が公社および民間企業の管理濁，残り

1万名が官僚，党行政幹部である〕。さらにその上層部

を占めるのは公社では約2400名，官僚，党行政幹

部では約500名であるという。これらは職業的政

治家と異なり，教育を受けたものが多く 2400名

中約1550名， 500名中100名が大学卒の資格をもっ

ている。その大部分は鉄道沿線の工業都市に集中

し，外国資本と深く結ひ令ついている。（3）の軍事・

警察の上層部は（1）と深く結びついている。（4）の自

営商人は独立後ザンどア国籍を取得した入植者や

アジア人が多い。しかし，改革によって成長した

アフリカ人もかなり含まれている。大農場主のお

%は依然ヨーロッパ人で，残りがザンどア人であ

る。しかし，（1)(2)(3）のグループ。が同時に農場をも

っている場合も多いと指摘している。

以上紹介したいくつかの暗級分析がことごとく

指摘しているように，独立後の経済改革によって

経済のずンピア人化が実現したと同時に，逆にそ

のザンピア人化によって少数のアフリカ入新支配

階級が生まれ，かれらが次節以下に述べる外国資

本と結託して，その利益を守るためにザンピアの

対南部アフリカ外交をも規制していったと盟、われ

る。

(lli 1) Southall, T., ＇‘Zambia: Cl剖，sFormation 

and Government Policy in the 1970s，＇’ Journal of 
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Souther百 AfricanStudies，第7巻第1考， 1980年

10月， 91ベージo

（注2) Burawoy, The Colour of Class on the 

Coppermiπes: From African Advancement to 

Z山叫bianisation,Zambian P呂pers7，ルサ力， IAS,

1972-lf.；同，“AnotherLook at the Mineworker，” 

African Social Research，ノレサカ， 第14号， 1972年。

（注3) Molteno, R.; W. Tordoff，“Independent 

Zambia; Achievements and Prosp邑cts，” Tordo妊編，

Politics in Zambia，マンチェスター， Manじhester

University Press, 1974年， 394ページ。

（注4) Shivji, I. G., Class Struggles in Tan・ 

zania，世ンドン， Heinemann,1976年。

（注5) Leys, C., Underdevelopment in K問 ya:

The Political Economy of Neo-Colonialism, ロン

ドン， HeinemannEducational Books, 1975年。

（注6) Sklar, R. L., Corporate Power in an 

African State: The Political Impact of Multina・ 

tional Mining Companies in Zambia，ハ・ークレイ，

University of California Press, 1975'1', 199ベ匂ージ。

（口：7) 同k言:f 206ベージ。

（注8〕 Eriksen,K., ＇‘Zambia: Class Formation 

and Detente，” Reviewザ AfricanPolitical Eco・ 

珂omy，第9号， 18～22ベージ。

（討：9) Scott, L，“Middle Class Politics in Zam-

bia，＇’ African Affairs，第77巻第307仇 327ページ。

(iUO) Ollawa, P. E., ParticかatoryDemocraιy 

in Zambia: The Political Economy 正とf1Vational 
Developm側 t，デヴオン， ArthurH. Stockwell Ltd., 

1979年， 330～334ベージ。

皿外悶依存の増大

第I節で述べた一連の経済改革による国家の介

入の増大にもかかわらず，ザンピア経済の外国依

存は依然として継続し， 70年代後半の経済危機を

とおしてむしろ増大す岨る傾向を示した。

第1表は ZIMCO傘下の各国営公社に対する外

国出資会社名，国籍，出資比率(1977年）を示した

ものである。前述したように国営公社は株式の過

ザンピアの経済改革，階級形成と対南部アフリカ政策

半数を取得しているものの，依然として外国資本

に依存していることにはかわりなく，しかもほと

んどが西側諸国資本である。この関係をとおし

て，国営公社は資材，資金，技術の入手を容易に

している。特に技術の面では外国人技術者への依

存は続いている。各産業部門の外国人技術者依存

度を示す統計はないが，基幹産業である銅産業の

国有化前後のザンピア人化の状態を示すと第2表

のとおりである。半熟諌・熟績職へのサ。ンピア人

イちは著しくすすんだが，上級職は依黙として外国

人によって占められている。

つぎに70年代をとおしての外国依存の増大をザ

ンどア経済危機との関連でみていくことにしよ

フ。

第3表から明らかなように70年代，銅の全輸出

額iこ占める割合はほぼ90%台を占め，銅産業がザ

ンピア経済の大宗でありつづけたが，国内総生産

に占める銅鉱業の比率は74年までの20～50%台か

ら75年以降10%に落ちた。その原因は70年代の銅

の国際価格の変動にある。すなわち，ロンドン・

メタル・エクスチェンジ（LME）のコッパー・ワイ

ヤーパー師格はトン当たり， 1971年444ポンド，

72年428ポンド， 73年727ポンド， 74年878ポンド

と上昇し続けたが， 75年557ポンドと急落し，そ

の後初年781ポンドと囲復したが， 77年751ポン

F', 78年710ポンドと再び低迷し，79年936ポンド，

80年941ポンドと回復した世I)o しかし，生産コ

ストは73～74年の2年間を除いて販売価格を上向

にまた後述する銅搬出路の変更によって輸送コ

ストも74年以降念、上昇したことはザンピア銅鉱業

に大打撃を与えた。

銅の国際価格は口ンドン・メタノレ・エクスチェ

ンジで決定され，この価格決定に対し，主要産銅

i認で構成される CIPECが庄カをかけたが成功し
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ZIMCO に対する外国企業の株式所有（1977年〉第l表
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Dunlop (and others) 
Amenital/Textilconsult 
Commonwealth Development. Corp./ 
Barclays Overseas Dev. Corp. 
Daimler Benz/Deutsche Gesellschaft 
Toyota 
Fiat/Intersomer 
Airam Ov 
Phelps Dodge Svenska Metallverken 

Continental Ore 
Grindlays Bank International 

Chartered Consolidated/Spillers 
Piacenza/In飴rsomer
Commonwealth Development Corp. 

J. L. Morrison & Jones 
Booker McConnell 

錦鉱業
Nchagna Consolidated Copper Mines 
(NCCM) 
Roan Consolidated Mines (RCM) 

国営鉱業会社（MINDECO) 
Mindeco Noranda Limited 
Mokambo Development Co. Ltd. 

国営エネルギー公社（ZNEC)
Agip (Zambia) Limited 
Indeni Petroleum Re五neryCo. 
Shell & BP Zambia Limited 
Tazama Pipelines Limited 

産業開発公社（化学部門〉
Zam ia Oxygen Limited 
Kafironda Limited 
Kapiri Glass Products Limi句d
Ni位ogenChemicals of Zambia 

産業開発公社（醸造部門〉
National Breweries Limited 
Duncan, Gilbey & Matheson 
Zambia Sugar Company Ltd. 
Zambia Breweries Limited 

産業開発公土（工業部門〉
Dun op Zambia Limited 
Kafue Textiles of Zambia Ltd. 

ギ
ギ
ド

Noranda Mines 
Geomin 

Agip 
ANIC (ENI) 
Shell 
Tanzania Government 

Lonrho 
Duncan, Gilbey & Matheson 
Tate & Lyle 
Labatts 

British Oxygen 
ICI 
Coutinho Cara 
Kobe Steel 

Kasama Vehicle Assξmbl告rsLtd. 

Livingstone Motor Assemblers 
Mansa Batteries Limited 
Metal Fabricators of Zambia 
(ZAMEFA) 

Motor Parts Distributors Ltd. 

その他の産業開発公社傘下企業
National M1_lling Company Ltd. 
Lusaka Engineering Company 
Chilanga Cement Limit疋d

国営輸入・輸出公社（NIEC)
NI C A耳enciesLimited 
Consumer Buying Corp. (ZCBC) 

国営輪港会土（NTC)
Zambia Tanzania Road タンザニア

イタリア

Booker McConnell 

（出所〉 Zimco & lndeco Annual Rゆarts,1977 (Anglin, D. G.; T. M. Shaw, Zambids Foreign Poliぐに

Studies in Diplomacy and Dependence，ボールダー， Westview Press, 1979年， 88～89ページより符引用〉。

49 スリギイ

Tanzania Government 
Intersomer/Fiat 

国営医薬公社（MEPCO)
National Drug Company Limited 

た。ザンピアでは75年9月2大産鋸会社 NCCM

社と RCM社に対し生産の15%削減を強制的に命

じた（注2）。さらにザンピアの場合，他の産銅固と

なかった。特に73年10月の第1次石油盤機以降の

先進国側の需要減退は国際価格の下落となってあ

らわれ，主要産銅国は生産制限を余儀なくされ
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霧2表銀鉱山における国有化後の半熟練・

熟練職のザンピア人化

[1965年1月山75年1月
上級管理職~ ! - ! 14.2% 
管 理 職 I 1%以下I33.9% 
熟練／下級監督一・ I 2.9% I 89.4% 
半熟練労儀ιi74.6% i 99.9% 
（出所） ILO, Narrowing the Gaps: Planning for 
Basic Needs and Productive Employment in 

Zambia，アジスアペパ， 1977年， 109ページ。
〈原典〉 Daniel, Philip，“Human Prospects of Tro-
pica! Mining A陀 a: A First Report oロ the

Copperbelt of Zambia ”（未公刊報告），ケンブリ
ッジ，Dept.。fApplied Economics, 1975年7月，32
ページ，第5表。

違ってさらに二つの別の要因が加わった。

第1は内陸国という地理的条件によって起こる

輸送の問題である（注3）。周辺の南部アフリカで起

こっているアフリカ人武力解放闘争によって， 19

73年 1月隣国ローデシアとの国境が閉鎖された。

従来ザンピアの銅搬出の半分以上を依存してヤた

ローデシア鉄道輸送は停止されたe さらに75年8

月には隣国アンゴラの内戦によってベングラ鉄道

が破壊され，再びザンピアは銅輸送景の半分以上

を失った。そのためザンピアはそれらの代替ルー

トを求めることになった。

ザ γピアの経済改革，階級形成と対南部アフりカ政策

第2にこの輸送路の変更によって銅鉱業に必要

な機械や物資，さらに一般的な生活必需品の輸入

が困難になると同時に輸送コストの値上りによっ

てインフレが尤進した。

以上， 70年代半ばの銅の国際価格の下落，銅の

生産制mi，輸送路の遮断・変更による鏑輸出の停
滞は，ザンピア国家財政の重要な歳入源である銅

鉱業からの収入と外貨収入の急械をもたらした。

この財政的危機に直面してザンピア政府は外国

援助への依存度を強めた。エリクセンによると「19

66～70年の外国借款額は合計1億2500万クワッチ

ャであったが， 1975年にはその年だけで1億80万

クワッチャ， 1976年の最初の8カ月間で3憶クワ

ッチャを借り入れた。－…・・76年の借款のうち最大

のものは IMFからの特別引出権（SDR）を使った

9300万クワッチャで，世界銀行からも開発計画の

ために5900万クワッチャを措入れた。 75年にはザ

ンピアは秘密裡に76年分石油代金支払いのため南

アフリカ共和国から融資を受けたと報道された

が，ザンピアは強くそれを否定しているjと述べ

ている（注心。

カウンダはこの経済的危機を打開するため， 19
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75年6月「分水嶺演説」を行ない（注5），自国の資

本主義的方向への傾斜を非難し，ヒューマニズム

社会主義にもとづく発展を強調し，特に前年任命

した「ムワナカトウェ給料委員会J出引の報告に

もとづく公社と官庁の給料の格差，なかんずく，

公社の非効率性にもかかわらず給料の点で官庁を

上回っていることを非難した。そしてその結果ザ

ンピア政府は同年9月の政府白書（注7）によって委

員会の勧告をほぼ全面的に受け入れた。

さらに1977年には産業開発法悦引を制定して外

資の導入をはかった。同法によって工業相は収益

の100%までの送金，固有化に対する保障，企業

閉鎖の際には投資額の全額を本国送金できること

を認めることになった。しかし，この措置にもか

かわらず，新規外国投資はほとんどなく，ザンピ

アは78年3月再び IMFから3憶2300万クワッチ

ャの借款を得た。しかしこのほとんどはザンピア

の輸入未払金（約4億クワッチャ）を埋め合わせるも

ので，ザンピアの国際的信用を維持するためのも

のであった叫9〕。カウンダ大統韻は同年6月ヨ一

日ッパとアメリカを訪問し援助を申し出た。アメ

リカ訪問でザ、ンピアはニューヨーク・シティ・パ

ンクから 1億クワッチャ，シテイコープ・インタ

ーナショナノレから 8500万クワッチャの借款を得

た（注10）。

以上略述してきたように75年以降の鏑の国際価

格の下落，鋼の生産制限，輪送路の議断・変更に

よる銅輸出の停滞は，ザンビアに経済危機をもた

らし，このため政府はIMF，世銀などの国際金融

機関を通じて多額の援助を受けざるを得なくなっ

たが，このことは次節で述べるザンどアの対南部

アフリカ政策をも拘束することになった。

（／上 1) Zambia lvfiπing Yearbook, 1980，キ lウ

エ， 1981年， 26ベージ。
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（注2) Africa Re:雪印rchBulletin, Eco舟omic,

Financial and Technical Series〔以下 ARBEと略

す〕，第12巻第9号， 1975年四月31日号， 3144ベージ。

(it3〕 詳しくは拙稿「南部アフリカの政治変動と

内陸国ザンピアの銅輸送問題」（『アジア経済』第20巻

第12号 1979年12月〉参照。

(i主4) Eriksen，前掲論文， 17ベージ。

（注5〕 Kaunda,K. D., The Vl atershed Speech: 

President Kaunda’s Address to the U NIP National 

Cou耳cil, 30, June, 1975, ノレサカ， Government 

Printer, 1976年。

Ct主6〕 Reportof the Commission of Inquiry 

into Salaries, Salary Structures and Conditions 

of Service of the Zambia Public and Teaching 

Services, the Zambia Police and Prisons Servic, 

the Defence Forces and Staffs of Local Authori-

ties, Including Casual and Daily-Paid Employees, 

and of Personnel Employed by Statutory Boards 

and Coゆorationsand by Companies 仇 which

the State iv as Majority or Controlling Interest, 

γ。II, The Public Services and the Parastatal 
Sector (The Mwanakatwe Report），ノレサカ，Govern-

ment Printer, 1975年。

〈注7) Summa,ツ ofthe Main Recommenda-

tio河sof the Commission of Inquiry into the 

Salaries, Salary Structures and Conditions of 

Service, together with the Party and Government 

Reactions ta the Reco情 mendations.，γ。，z.I, The 
Public Services and the Parastatal Sector, Govern-

ment Paper, No. 1，ルサカ， 1975年。

（注8) f経済協力国別資料：ザンビア』〈改定j訟〉

外務省中近東・アフリカ局・経済協力局 1981年 57

～58ページ。

〈注g) Hodges, G.，“Zambia: Opening the Gates 

and Tigh臨時 theBelts," Reviewザ African

Political Econo明 y，第12号， 1978年5月～8月合併

¥J, 94ベージo

(i'l:10) ARBE，第15巻第6号， 197847 JJ 31LJ, 

4944～4945ページ。



Ⅳ　対南部アフリカ政策
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日r対南部アフリカ政策

本節ではザンピアの新支配階級が，南部アフリ

カ解放闘争の激動の中で，自らの国内における地

位を維持しつつ，また経済発展に必要な外国資本

との関係を維持しながら，いかに対外的に対処し

ようとしてきたかを対南部アフリカ外交政策の面

でみていくことにしたい。その際，（1）新支配階綾

の保守性，（2）武力闘争よりも平和的交渉による解

決への指向性，（3）経済問題に優先度を置く政策を

三つの仮説として考え，具体的事件の経過の中で

それを検討していきたい。

独立直後のザンピアは，内陸国という地理的条

件と銅に依存する経済という性格をもってし、たた

め，当然のことながら，銅を輸出し必要な物資を

輸入する輸送路を確保し，経済発展を維持するこ

とが重要であった。そしてザンピアにとって幸い

なことに独立時から74年までは銅の国際価格は高

水準にあった。

1965年の隣国ローデシアの白人による一方的独

立宣言はザンビアの対南部アフリカ政策において

最初の試練であった。国連安保理は66年の決議

232号によって国連加盟国へ対ローデシア経済制

裁実施を要請した。ザンピアもこの国連制裁決議

にしたがったが，それに対し口一デシアは従来ウ

ムタリの製油所からザンピアに輸送していた年間

20万トンの石油供給を停止するという報復措置を

とった。しかし，石油をダルエスサラーム港から

空輸するための輸送機をアメワカとカナダに提供

してもらうことになった。さらに前述したように

翌年10月，イタリア国営石油会社エニ社が，ダル

エスサラームとコッバーベルトを結ぶ石油バイプ

ラインの建設を開始し68年9月に完成した（注1)。

ザンピアの経済改革，階級形成と対南部アフりカ政策

また66年6月にはローデシアはザンピア銅をロー

デシア鉄道経由で搬出することを停止しようとし

たが，それに対しザンピアは交渉の末，ローデシ

ア国境内のみは外国名義会社に頼ることによって

この問題を解決した。しかし，ザンピアはこのこ

とからローデシア鉄道に代わる輸送ルートを模索

しはじめた（注2)0 

60年代後半，白人支配の南ア共和国は従来の孤

立化政策を捨ててブラック・アフリカ諸国との

「友好関係」を深める「外向政策J(outward-looking 

policy）をとりはじめた（注3)0 ヂンピアはこの外向

政策にマラウィやコートジボワーノレのように明確

に応じなかったが， 68年以降カウング大統領はフ

オノレスター南ア首相と一連の秘密外支を行ない，

ローデシア問題解決への南ア共和閣の役割を認め

た（注4)。

さらに69年4月，国連アフリカ経済委員会加盟

の東部・中部アフリカ14カ国会議がザンピアの首

都ノレサカで聞かれ，この会議で南部アフリカ解放

闘争に対する基本方針ともいうべき「／レサカ宝I言j

が採択された（注目。その骨子は「破壊よりも吏渉

を，人殺しよりも話し合いを優先させるjという

平和的解決手段にあるが，この宣言起草にはザン

ピアの平和的解決手段指向と当時行なわれていた

南ア共和国との秘密外交交渉が反映していたと思

われる準的。この宣言は翌年アフりカ統一機構お

よび国連総会によって採択され，以後対南部アフ

リカ政策の基本となった。

しかし，カウンダ・フォルスター秘密外交が71

年4月南ア共和国側によって暴露されるとザンピ

アは内外から非難をあび，国内ではザンピア大学

学生によって激しいカウンダ批判が起こった。

1973年1河口一デシアはザンピアがジンパブウ

ェ・アフリカ人民同盟（ZAPU)とジンパプウェ・ア
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ブリカ民族同盟（ZANU〕に基地を提供しているこ

とを理由にザンピアとの国境を全宙開鼓した。 70

年からタンザニア，ザンピア，中閣との協力で建

設が開始されたタンザン鉄道も建設過程にあり，

ザンピアの銅輸送はアンゴラ経由のペンゲラ鉄道

とタンザン道路輪送に集中した。

そして74年のポルトガノレの軍事・クーデターと翌

年の銅の国際価格の暴落はザ、ンピアの対南部アフ

リカ政策に大きな影響をもたらした。以下，（1）対

アンゴラ政策と（2）対ローデシア政策に分けてみて

いくことにしよう。

l. 対アンゴラ政箆

本項では1974年4月のリスボン・クーデ、ターか

ら75年11月のアンゴラの独立とその後の内戦を経

過して76年4月にザ、ンビアがアンゴラ解放人民運

動（MPLA）政権を承認する、までの時期を考察の対

象とする。

まず，との聞のアンゴラs情勢をみておこう。リ

スボン・クーデターによってアンゴラ解放闘争は

新たな局簡を迎えた。すなわち， 75年1月のポル

トガル軍事政府とアンゴラ 3解放組織（MPLA，ア

ンゴラ解放民族戦線〔FNLAJ，アンゴラ完全独立民族

同盟〔UNITA〕）との間の「アノレボール協定Jによ

って， 75年11月11日のアンゴラの独立が決定し，

そのための準備として3解放組織による暫定政府

の設立が規定された。そして6月にはケニア政府

の仲介で，ネト，ロベルト，サピンどの3代表に

よって「ナク…／レ協定jが結ぼれたが，その直後，

独立後の権力取得をめぐってFNLA• UNITA連

合と MPLAとの問に武力衝突が起こった。 7月

のOAUカンパラ首脳会議は停戦を呼びかけたが，

戦闘はやまず， 8月には MPLAが首都ノレアンダ

を占領し，ソ連はルアンダ港をとおして MPLA

に武器を供給した。この軍事援助によってMPLA
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はYレアンダ南部の海岸都市から FNLA・UNITA

を追放し， 9月には MPLAiま16州のうち12州を

制圧した。

しかし10月には南アフリカ共和国軍の援助を受

けたUNITAが北上を開始し，モザメデス，サ・

グ・パンデイラ，ベンゲ、ラ，ロピト，ノーポ・レ

ドンドの諸外iを占領した。 MPLAはキューパ寧

の支援を受けてかろうじて首都の荷320キロで進

撃をくいとめた。そして11月11日， MPLAはア

ンゴラ人民共和国の独立を宣言した。一方， FN

LA・UNITA連合はユアンポでアンゴラ人民民

主主義共和国の成立を宣言した。

その後，ソ連の軍事援助，キューパ寧の支援を

受けた MPLAは翌76年2月までにFNLA• UNI 

TA連合軍を破り，アンゴラの内戦は一志終結し
イルヂ
J」ー。

この内戦期間中，ザンピアはアフリカ人解放諸

勢力および外国介入勢力に対してどのような態度

をとったろうか。

とのIf寺期 MPLAの内部抗争によってネト議長

と対立した D• チベンダ〈副議廷であり東部軍司令

古つがノレサカに亡命して，しばしばザンピア内の

ネト派と武力衝突を繰り返した。それに対しザ、ン

ピアは MPLAの統一を呼びかけたが受け入れら

れず， 74年8月チペングを国外泊放し，理9月プ

ラザピ／レ会議でカウングを含めた4カ国は暫定政

府首班にネトを指名した〈注7¥

さらに百年11月の MPLA政権成立後もザンピ

アはアンゴラ解放諸勢力の統一を呼びかけたがM

PLAはそれに応えず， OAUは76年2月11臼アン

ゴラのOAU加盟を承認し，ザンピアも 4月16臼

MPLA政府を承認した。 UNITAI::：：：.対してはザン

ピアは積極的支持を与えてきた。その理由として

UNITAの勢力下にあるベングラ鉄道による銅の
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擁出路確保があったと恩われる。ローデシアとの

国境閉鎖後，ザンピアはその輸出の55%，輪入の47

%を同鉄道に依存した惟8）。しかし，75年8月ベン

ゲラ鉄道が爆破により遮断され， 76年2月OAU

が正式に MPLA政府を承認すると，ザンピアは

UNITA支持をやめ，同年12月UNITAのノレサカ

支部を追放した（注9）。またザンピアのUNITAへ

の武器援助についてはアメリカの武器がザンピア

経由で UNITAに手渡されたと元 CIA長官スト

ックウェルが暴露している（注10）。

つぎにアンゴラ内戦への外国勢力の介入に対す

るサーンピアの立場をみてみよう。ソ連の介入に対

しては一貫して反対の立場をとり，南ア共和国に

対してはその武力介入（特に1975年10月〉に強く反

対している。ただし中国に対しては中閣のアンゴ

ラ介入拒否の姿勢を高く評価している。このこと

は当時建設過程にあったタンザン鉄道への中国の

援助とも無関係ではないであろう。事実力ウンダ

大統領は74年2月20日から8日間，訪中し，中国

から5000万ポンドの借款と銅の買付け倍増の約束

を得ている（注11〕。

さらにキューパ軍に対してはソ連に対するほど

に非難していないが，キューパ軍のすみやかな撤

退を要求している。さらに MPLA政権求書Eの条

件としてキューパ軍の撤退を交渉したが失敗に終

わった世間。

以上，ザ、ンビアの対アンゴラ政策を婆約すると

以下の4点になろう。

(1) ザンビアはUNITAを支援した。その理由

は銅搬出路の確保にあったと思われる。

(2) MPLAに対しては必ずしも反MPLAでは

なく，独立時の統合政府樹立が目的であっ

fこ。

(3) ソ連，キ旦ーパの MPLAへの窓事援助へ

ザンピアの経済改革，階級形成と対南部アフリカ政策

の対抗上，アメリカのUNITAへの武器援助

に協力した。しかし目的は武力的解決ではな

く，平和的手段による解決を望んだ。

(4) 外国勢力不介入の原員ljから中国の立場を高

く評価した。

2. 対ローデシア政策

本項ではポルトガル軍事クーデター後，それへ

の対応として発表された10月の南ア共和国のデタ

ント政策から79年のランカスターハウス制憲会議

に至るジンパブウェ解放闘争に対するザ、ンピアの

態度を考察する。はじめに同時期のローデシア情

勢の推移を簡単にふれておこう位13）。

ポルトガ1レ軍事クーデター後のポ1レトガノレ領ア

ンゴラとモザンピークでの独立の急速な実現化に

対して，荷ア共和国は74年10月デタント政策を発

表した。同政策の中で南ア共和国がローデシアに

対しては従来の白人支配支持を捨て，アフリカ

人多数支配移行を謡めたことは大きな変イじであっ

た。これにもとづき同年12月ルサカ会談が聞か

れ，それに出席したフオlレスター南ア首相のすす

めでスミス・ローデシア首相は75年に制憲会議を

開くことに同意し，ンコモ，シトレ，ムガベを釈

放し，彼らは対立をやめてムゾレワとともに統一

アフリカ民族会議（UANC)を結成し75年8月のピ

クトリア・フォーノレズ制憲会議にのぞんだ。同会

議にはフオ1レスター首相，カウンダ大統領も出席

したが，会議は 113で決裂し， UANCも分裂し

以後再び、武力闘争に入った。ソ連はザンビアに基

地を置くZAPUに対し軍事援助を行ない，モザン

ピークに基地を置くZANU！土中国から武器援助を

受けた。

1976年9月，ソ連，キューパの介入を恐れたキ

ッシンジャー米国務長官は，フォルスター首相と

会談後，フロントライン諸国聞の「往復外交jを

4ラ
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行ない， 6項目にわたる調停案を提示した位14）。

この提案に対してスミス政府はそれを受諾した

が，解放勢力側はそれを拒否した。しかし，フロ

ントライン諸国の仲介によって同年10月ジュネー

ブで制憲会議が聞かれることになり，これを契機

にンコモとムガベは「愛国戦線J(PF）を結成した。

一方，ムゾレワは国内に戻りショナ族の支持を得

たが，シトレは政治的基盤を失った。しかし，制

憲会議は政権移行の方式で同意が成立せず決裂

し，フロントライン諸国は PFを支持して武力闘

争に踏み切った。

77年初め発足したカーター米政府は，対南部ア

フリカ政策の第一歩としてヤング国連大使を派遣

してフロントライン諸国首脳らと話し合った結

果，黒人多数支配移行の原則を明らかにした。一

方， 3月にはキューパのカストロ首相， 4月には

ソ連のポドゴルヌイ最高幹部会議長が南部アフリ

カを訪問し，フロントライン諸国首脳と会い軍事

援助を含むあらゆる形態の援助を約束した。同年

7月，オウェン英外相はパーンズ米国務長官と話

し合い， 8項目からなる英米新調停案を作成した

（注15）。この新提案に対し，ムゾレワ，シトレは賛

成したが， PF，スミス政府は反対した。 11月ス

ミス首相は国内穏健派のムゾレワ，シトレ，チラ

ウらと「圏内解決jを目指して交渉をはじめ，そ

の結果78年3月「ソ…ルズベリ協定jが結ぼれた。

この「国内解決」に対し， PI人フロントライン

諸問，米，英，国連はともに反対したが， f圏内解

決J派はそれを無視して「ソールズベリ協定」に

もとづき 4月暫定政府を発足させた。しかし8月

にンコモとスミスがルサカで秘密会談をしたこと

が暴露され，ムガベを支持するタンザユアとモザ

ンピーク，ンコモを支持するザンピアとアンゴラ

とにフロントライン諸閣内で分裂が起こった。
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1979年1月暫定政府は黒人多数支配移行のため

の憲法草案を発表した。それにもとづき 4月1人

1票制にもとづく総選挙が行なわれ，ムゾレワの

UANCが多数議席を獲得してムゾレワ新政権が

発思した。この新政府樹立に対し， PF，フロント

ライン諸国は承認を与えず，アメリカも経済制裁

続行を発表したが，新たに発足したサッチャー英

保守党政府は，経済制裁解除を発表し，その承認

は正式に8月にノレサカで聞かれる英連邦首脳会議

に任された。

第22回英連邦首脳会議期間中， PFとムゾレワ

政権は一時的停戦に合意した。この会議ではフロ

ントライン諸国を代表してタンザニアのエヱレレ

大統領が9項目からなる提案を行ない，それにも

とづいて「ノレサカ協定Jが結ぼれた〔注16〕。そして

この協定にもとづき同年9月からランカスターハ

ウスで全当事者による制憲会議が開かれた。

以上が同時期のローデシア情勢の概略である

が，つぎにザンピアの対ローデ、シア政策をみてい

くことにしよう。

まず南ア共和国のデタント政策への対応をみる

と，このデタント政策に直ちに呼応したのはザ、ン

ピアであった。カウンダ大統領は「アフリカと外

部世界が待ち望んでいた理性の声」（注17〕として歓

迎するとともに11月にはケーヅタウンにM• チョ

ナを派遣し，全政治犯の釈放，父APUや ZANU

などの全てのアフリカ人解放組織の禁止解除，

政治裁判の停止，自由な政治活動の条件の創出，

非常事態宣言の解除からなる8項目の提案を行な

い（注18〕，フォyレスター首相はこれを受けてスミス

首相の説得にあたり， 12月のルサカ会談を実現し

た。との会談によってスミス首相は翌75年のピク

トリア・フォールズ会談に同窓した。

このノレサカ会談後，カウンダはニエレレととも
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にアフリカ人解放勢力の大同団結を呼びかけ， 74

年12月諸勢力は UANCに合同した。しかし翌75

年 3 月ルサカで ZANU 指導者H• チテポが暗殺

されたことからザ、ンピアと ZANUの関係は悪化

した。その結果， 4月にはザンピア政府は UANC

を除く全ての解放勢力のザンピア国内活動を禁じ

た（目的。しかし，ピクトリア・フォールズ会談後

UANCが再び分裂し，ンコモの国内派とムゾレ

ワ，シトレ，チケレマの国外派に分れると，カウ

ンダはスミス首相と交渉を続けるンコモと接触を

保った。

75年10月の南ア共和国軍のアンゴラ侵攻は南ア

のデ、タント政策を崩壊させた。翌76年2Jjフロン

トライン諸国はモザ、ンピークのケリマネに集ま

り，従来の平和的交渉の道を捨てて武力闘争を全

面的に支援する決議がなされた世船。

この時点でザンピアが武力闘争を肯定した理由

として，（1)1975年4月の OAUによるダルエスサ

ラーム宣言の採択（同宣言では，平和的交渉を基本と

するがもしも必要なら武力闘争に訴えることが同意さ

れた〉（注21l, (2）南ア軍のアンゴラ侵攻によるデタン

ト政策の挫折，（3）ザンピアの経済的危機に対する

西側諸国の援助を期待しはじめたこと，（4）タンザ

ン鉄道の開通によって銅搬出の困難が解除された

ことがあげられる。しかし一方では， 1977年7月

英米新提案が提出されるまでの問，カウンダ大統

領は英米代表をはじめとするさまざまな代表との

接触をもった。とりわけ，イギリス国連大使 I• 

リチヤード，イギリス外相D・オウェン，アメリ

カ国連大使A・ヤング，口一デシアへのイギリス

駐在事務次官に予定されたカーバー卿，口一デシ

アへの国連平和維持軍司令官に予定されたP・チ

ャンド将軍，スウェーデン首相ノξルメ等であり，

新提案提出後の9月にはカウンダ大統領はスミス

ザンピアω経済改革，階級形成と対南部アブリカ政策

首相ともルサカで会談した〈注22）。

さらにその前月の8月にはフロントライン諸国

首脳はIレサカに集まり新提案について協議した。

この会談にはオウェン英外相，ヤング米国連大使

も出席し，愛国戦線と英米チームとも協議した

（注23）。この会談ではニエレレが独立前の選挙を主

張したのに対し，カウンダは統一政府の樹立優先

を主張したが，最終的にはニエレレの主張lこ同意

した。さらに愛国戦線に対する支持は共通であっ

たが，ニエレレがZANUのムガベを支持したのに

対し， カウンダは ZAPUのンコモを強く支持し

た位24)0結局，新提案は愛国戦線，スミス首相に

よって拒否されたが，フロントライン諸国は9月

のマプト会議で，この新提案を今後の交渉の基礎

になるとして支持した。

78年3月の「ソールズベリ協定jによる「国内

解決jに対してはザンピアはフロントライン諸国

の一員として反対した（注25）。しかし，同年8月の

ノレサカでのスミス・ンコモ秘密会談は公式にはナ

イジエリアのローデシア問題介入の結果とされて

いるが，カウンダ大統領が何らかの形で関与して

いたものと思われる（注26）。カウンダの意図は一方

ではフロントライン諸国の一員として武力闘争を

主張しながら，話し合いをとおしての解決の方策

の一環としてこの会談を実現させたと恩われる。

しかし，この会談によってアフリカ人解放勢力に

おけるンコその立場は著しく不利になったことも

確かである。

さらに同年10月，ザ、ンビアは73年1月以降閉鎖

していたローデシア鉄道使用を再開した。その理

由としてザンピア人の主食であるトウモロコシの

作付の時期が迫り，それに必要な肥料18万トンを

緊急輸入するためであり，正式にローデシアとの

国交を回復したわけではないとしたが位27），この
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決定の背後には， 3憶9000万ドルの援助をザ、ンピ

アに与えることになった IMFからの強い圧力が

あった慌28）。このことは同時にローデシア・モザ

ンピーク国境が閉鎖されているため，ローデ、シア

鉄道経由南ア共和国／レートを使用することを意味

し， 10月にザンピアは南ア共和国と鉄道使用協定

を結んだ。

との決定に対しフロントライン諸国のニヱレレ

・タンザニア大統領，マシェル・モザンピーク大

統領はただちにyレサカに飛び，カウング大統領に

この決定を中止するよう要請したが受け入れられ

なかった（住29¥

以上，ザンピアの対ローデシア政策を要約する

と以下の5点になろう。

(1) ザンピアは ZAPUC正式承認、1961年〉を支境

した。その理由はZAPUはアフリカ入解放勢

力内の穏健派に属し，王子和的交渉解決を基本

にしていたからであると思われる。

(2) 南ア共和問のデタント政策には直ちに賛成

したが， 75年10月の南ア軍のアンゴラ侵攻後

は南ア共和国との交渉を絶った。

(3) 南ア共和国に代わって欧米諸国の介入を歓

迎し積極的に協力した。このことは同時期の

ザンピアの経済危機ども無関係ではなヤであ

ろう。

(4) フロントライン諸国の一員として OAUの

方針にもとづき一方では武力闘争に加担した

が，一方では常に平和的交渉による解決たは

かった。

(5) 78年10月の ¥1ーデシア鉄道使用再開にみる

ように経済問舗を政治的問題に優先させる政

策をとゥた。

(It会 1) tHI 稿， lJij抱論文，参~！'.lo

(It 2) 向上論文 45～46ページ。
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（注3) 拙稿了南部アフリカ言者湿の r従属的経済関
係.！J （『アジア経済」第16巻第10号 1975年10万〉

参照。

(it 4) 秘密外交については，“Disclo叩 reof 1968 

Correspondence between the South African Prime 

Minister, the Hon, B. J. Vorster, and the Zambian 

Pr邑si<lent,H. E. Dr. K. D. Kau口da，” Southern

Af1・ican Records，第11サ， プラームフォンテイン，

The South African Institute of International 

Affairs, 1978年1月， 27～42ベージ。

(il.5）全文 iム“The Lus旦ka l¥fanifesto on 

Southern Africa，＇’ Southern African Re，「ords，第

2 >}, 1969:'.F 4月， 1～7ベージ。

（注6) 同宣言の起草にあたってはカウンダ・ザン

ピア大統領とニエレレ・ Fンヂニア大統領が中心にな

って行なわれた。 Carter,G. M.; E. P. Morgan編，

From the Frontline: Speeches of Sir Seretse 

Khama，ロン Yン， RexCollings, 1980年， 35ベージ

j問l冷参照。

(il 7〕 AfricaResearch Bulletin, Political and 

Social b’eries〔以ド ARBPと絡す〕，請HHき符9号，

1974年10}] 15 h ',}, 3371ベージ。同会議tこはOAUcノ

指令によコてザイーリレ，タンザニア，ザンピア，コン

ゴ人又共和国治泌が／HJ常した。

Gt 8) J出総 1t¥l ill：アフリカ C）政治変動と・…..J 50 

へーシ。

（注9) Anglin, D. G.; T. M. Shaw, Zambia's 

Foreign Policy: Studies in Diplomacy and De-

pend印 ce，ボールダー， W田tviewPress, 1979年，

323~• ージ。

（注10〕 Stockwell, J., I.πSearch of Enemies: 

.1 CIA Story，ニューヨーグ， W.W. Norton, 1978 

年， 193ベージ。

（注ll〕 Aj守合d Contemj,orary Record (.!X ドA.C

Rと日告す） 1974-75, B334ページo

（注12〕 Anglin; Shaw，前約三ま， 329ベージ。

(i'.113) i,i］時期の日ーデシア問題の推移の詳細につ

いては．井一i：一IIJJ「p ーデシア白人政権の終湾と多数

J支配への政治変動J 〈小包~自戸線『70＇！＇－代南部アブリ

カジ）政治・経済変重／；－一一衛ア共和担当， ローデシア，サ

ミピアを1j1心にして』アジア経済研究所 1981＇；：.）議会

j開。

（は；14) キァシンジャー調停尖の骨子はUlごのとお
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りである。（1)2年以内のアフリカ人多数支配への移

行，（2）新政権成立までの暫定政府の即時設緩，（3）響定

政府は国家評議会と同評議会が選出する閣僚辞議会で

構成されること，（4）新政権成立までの間イギリスが立

法権をもって介入すること，（5）！単ちに経済制裁を解除

する代わりに武力闘争を停止すること，（6）西側諸国に

よる経済援助の保証。

（注15）英米新調停案の骨子は以下のとおりであ

る，（1）スミス首相の退陣，（2)6カ月間の移行期間中は

イギリスが行政にあたる，（3）ローデシア政府詳の解

体，（4）愛国戦線ゲりラ軍の解体，（5）それに代わって独

fλ平和維持箪の創設，（6)1人 1渓制にもとづく選挙，

(7）選挙された政府による新ジンパブウヱ翠の創設，（8)

日ーデシアの白人資産を保証するための5億ポン Yの

茶令の設置。

（注16) ノレ叶カ協定の’骨子は以下のとおりである。

(1）ンンパブウヱの~のアソりカ人多数支配の慈立，（2)

間内解決方式による窓法の欠陥是正，｛3）合法的独立を

もたらす滋法上の責任はイギリスにある，（4）すべての

、＇＇：事詣を恒久的解決に参加させる，（ 5）ジンバプウここと

近隣諸国の平和，｛6）少数r'l人の権利を滋切に保護する

民主策法の（＇F成，（7）イキりスと英主ll:'!1；諮問が里；；.製する

｜’i山公正な選挙による：選法の制定，（8）全当事者による

制窓会滋の招集，（9）恒久的解決♂ト‘療と Lて戦争の終

結正経済制裁解除。

〔j主17〕 A.REP,r;\tll"@ITTlO~· , 19741'f11Jll51:l, 

3388～3389ベージ。

(l:U8) Legum, C., The Secret Diplomacy of 

Detente，ロンドン， RexCollings, 1975年， 7ベージ。

(tl19) A.CR, 1975-76, B386ベージ。

(i+:20) ARBP.，第13＇＆第 28-, 1976年3月15臼，

39;39ベージ。

〔注21) ARBP.，第13巻第3-Jij・, 1976:iJ'. 4月15fl,

3967～3969ベージ。

0122) 11CR, 1977 78, B472ベージ。

〔lt23) 1lRBP.，第14巻第8号， 1977年9月l5D,

4538-3539ページ。

〔tt24) ACR, 1977-78, B472ベージ。

rn沼5) AR.BP, i:fl15宅金努！3 i;-, 1978年4JJ 15討，
4789ベージ。

〔泊三26〕 ARBP, 第15＇＆告書 7勾， 1978封印：10月15口，

4994ベージo

（／七27) A Transcr争tof President Kaunda's 

ザンピアの経済改革，階級形成と対衛部アフリカ政策

Press Conference at State House o河 Oct.6, 1978, 

Dept. of Information, Background Pap母r, No. 

50/78, 2ベージ。

（注28) ARRE，第15巻第9号， 1978年10月31日，

4843ベージ。

（注29) 河上誌 4844ベージ。

おわりに

以上，独立後ザンピアの経済改革とその結果と

しての新支配階級の形成，およびかれらと外国資

本との結びつきから，特iこザンピアの経済危機下

の対南部アフリカ政策をみてきたが，このことは

前述したように，ザンピア外交の（1）保守性，（2）平

和的交渉による解決への指向性，（3）経済問題に榎

先度を撞く政策となって現われている。いま，こ

のことを也のフロントライン諸国との比較でみる

と一躍明らかとなろう。つr.ショウおよびA・ム
ゴンパの作成した表では以下のようになるf注日。

ジンパブウェ解放翻争iアンゴラ解放闘争

急進派｜穏健派｜急進派；穏健派

ZLC I ANC ! MPLA FNLA十
解放勢力i包ANU)I (ZAPU) I I UNITA 

アフリカ｜タLてザニアjザンピアタンザニア｜ザイール
支持隠そサン I jモザン I ザンピア

ビーク1 I ピーク

外器支持工一貫IJ.;~ 1：ど 時
間 ソ 連｜南アフリカiTλーハ メリカ

フリカ

タンザニアが「アフリカ社会主義j，モザンどー

クが「科学的社会主義Jを標携しているのに対し

ザンピアは「ヒューマニズム社会主義」をかかげ

ているにもかかわらず，その実態は前述した経済

改革によっても明らかなように一部の新支配階級

の形成を許しており， B・チュロクは f国家資本

主義Jとみなしている悦2＼このことが，ザンピ

アに近隣諸国に革命的政権が樹立されることを饗

戒させ，そこでの独立後の攻治体制！として急進派
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よりも穏健派を選ばせたと考えられる。

また南部アフリカ政策を含むザンピアの外交政

策の基調として，アングリンとショウは，（1）反人

種主義としてのヒューマニズム，（2）新世界秩序樹

立のための非同盟，（3）地域統合としてのパン・ア

フリカニズムをあげ〈注幻， K• ウォ－ 1レドリング

は，（1）ザ、ンビアの地政学的位置と，（2）パン・アフ

リカニズム，非同盟ヒューマニズムの他に，フロ

ントライン諸国としての制約， 1969年のyレサカ宣

言をあげている（注4)。

さらにショウは，これらの政策基調の上に立っ

てザンピアは将来南部アフリカにおいて南ア共和

国を除いた｜南部アフリカの経済的中心になること

を意図していると主張している抗日が，この点に

関しては検証することがきわめてむずかしい。

（注 1) Shaw, T. M.; A. T. Mugomba，“The 
Political Economy of Regional Detente: Zambia 

ラ0

and Southern Africa，”Jou1・nalof African Studies, 

第4巻第4号， 1977年冬季正 404ベージ。

（注2) Turok, B., ＇‘Zambia’s System of State 
Capitalism," Devel，呼明朗tand Change，第11号，

19前年ヲ 471ベージ。

（注3) Anglin, D. G.; T. M. Shaw，“The Ide-
ology of Zambian Foreign Policy，＇’ Anglin; Shaw, 

官官掲書所収，第2重量， 39～49ページ。
（注4〕 Woldring, K.，“Aspects of Zambian 

Foreign Policy in the Context of Southern Africa，＇’ 

Austmlian Outlook，言B4巻第3号， 1980年12月，

338～348ベージ。

（注5) Shaw, T. M.，“Zambia: Dependence and 

Underdevelopment，＇’ Canadian Journal of Afi門can

Studies，第10巻第 1号， 1976年， 3～22ベージi伺，

“Zambia’s Foreign Policy，” Olajide Aluko編， The
Foreign Policies of Afi円canStates, ロンドンラ

Hodder and Stoughton, 1977年所以， 220～234ベー

ジ； Shaw;Mugomba，前掲論文。

（アジア経済研究所調室研究部主任調査研究員〉
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